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３．評価グリッド（和・西） 
 

評価項目 
(調査項目) 

必要な情報・データ 情 報 源 調査方法 類 

Ａ 実 績     

1)上位目標の達成の見込み 
（上位目標） 

1.1.上位目標の指標 エ国の概況： 
統計資料 
政府刊行物 

資料レビュー A 

（外部条件） 1.2.エ国の看護教育への対応 〃 〃 A 

2)プロジェクト目標の達成度 
（プロジェクト目標） 

2.1.1.教育技法評価結果 モニタリング報告書 
専門家チーム、C／P 

資料レビュー 
インタビュー 

B 

 2.1.2.社会奉仕従事客観試験合格率 〃 〃 B 

（外部条件） 2.2.1.看護研修センター予算推移 
看護教育の質の状況 

専門家チーム、C／P 資料レビュー 
インタビュー 

A 
C 

 2.2.2.卒業生の就職状況 各対象校 アンケート又は 
インタビュー 

C 

 2.2.3.再教育への認識度 病院関係者 〃 C 

3)成果の達成度     

（成果） 3.1.1.研修出席率 モニタリング報告書 
専門家チーム、C／P 

資料レビュー 
インタビュー 

B 

 3.1.2.看護教員の習得事項評価結果 〃 〃 B 

 3.1.3.伝達講習会実施率 〃 〃 B 

 3.2.1.全看護職種カリキュラムの位置づ
け 

〃 〃 B 

 3.2.2.実施計画作成状況 〃 〃 B 

 3.2.3.主要分野の教本作成及び配布 〃 〃 B 

 3.2.4.ビデオ教材作成・配布 〃 〃 B 

 3.2.5.OHP教材利用状況 〃 〃 B 

 3.2.6.看護教員採用要件の提案状況 〃 〃 B 

 3.3.1.臨床・教育連絡協議会の活動状況 
3.3.2.連携IDAモデルに基づく会議 
3.3.3.学校と病院の実習調整状況 

モニタリング報告書 
専門家チーム、C／P 
調査報告書 

〃 B 

 3.4.1.人材配置状況の調査状況 
3.4.2.看護教育に関する政策の経緯 

〃 〃 B 

 3.5.1.委員会・学習会の活動状況 
3.5.2.機材の利用及び管理方法の研修会

の開催状況 
3.5.3.機材のマニュアルの有無 
3.5.4.モニタリング実施状況 
3.5.5.中米各国との関係 

〃 〃 B 

（外部条件） 3.6.1.看護教育プログラムの継続意向 各対象校 アンケート又は 
インタビュー 

C 

 3.6.2.生徒数の推移 〃 〃 C 

4)活動実績 4.1.活動計画及び活動実績 モニタリング報告書 
専門家チーム、C／P 

資料レビュー 
インタビュー 

 

5)投入実績 5.1.専門家数、専門分野 モニタリング報告書 
専門家チーム、C／P 

資料レビュー 
インタビュー 

A 

 5.2.供与資機材 〃 〃 A 

 5.3.受入研修員状況 〃 〃 A 
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評価項目 
(調査項目) 

必要な情報・データ 情 報 源 調査方法 類 

 5.4.運営経費等 〃 〃 A 

Ｂ 実施プロセス     

1)活動の計画性 
（活動項目） 

1.1.計画実績の計画性の確認 モニタリング報告書 
専門家チーム、C／P 

資料レビュー 
インタビュー 

D 

（外部条件） 1.2.1.対象校の看護教員の基準 〃 〃 C 

 1.2.2.教育省のプロジェクトへの意見 〃 〃 C 

 1.2.3.プロジェクト対象校の予算推移 〃 〃 C 

 1.2.4.対象校のプロジェクトとの関係､意向 〃 〃 C 

2)モニタリングの実施状況 2.1.モニタリング結果 モニタリング報告書 
専門家チーム、C／P 

資料レビュー 
インタビュー 

E 

 2.2.PDM、詳細活動の軌道修正 〃 〃 E 

 2.3.外部条件の変化への対応 〃 〃 E 

3)日本側専門家とカウンターパ
ートとの関係性 

3.1.コミュニケーションの状況 
3.2.信頼関係の状況 

専門家チーム、C／P インタビュー E 

 3.3.問題の共有状況 〃 〃 E 

 3.4.カウンターパートの主体性 〃 〃 E 

4)受益者の事業へのかかわり方 4.1.参加型アプローチ状況 専門家チーム、C／P、 
各対象校の看護教員 

アンケート又は 
インタビュー 

E 

 4.2.看護教員の認識の変化度合い 〃 〃 E 

5)相手国実施機関のオーナーシ
ップ 

5.1.実施機関責任者の参加度合い 専門家チーム、C／P 資料レビュー 
インタビュー 

E 

 5.2.予算推移（A2.2.1と同様） 〃 〃 E 

 5.3.カウンターパート配置の適性度 専門家チーム、C／P アンケート又は 
インタビュー 

E 

 5.4.機材運用の円滑度 〃 〃 E 

6)その他プロジェクト推進の工
夫等 

6.1.プロジェクト推進の工夫事項 〃 〃 E 

Ｃ 評価５項目     

妥当性     

1)エ国ニーズとの整合性 1.1.ターゲットグループ（看護教員）の
適正度（対象、規模） 

報告書等 資料レビュー A 

 1.2.ターゲットグループのニーズ 専門家チーム、C／P、 
各対象校の看護教員 

インタビュー E 

 1.3.エ国開発政策との整合性 厚生福祉省５か年計
画等 

資料レビュー A 

2)日本の援助政策との整合性 2.1.援助政策との整合性 外務省ODA白書2000
年版下巻 

資料レビュー 他 

 2.2.ターゲットグループ以外（看護学生
→看護婦→患者）への波及 

専門家チーム、C／P、 
各対象校の看護教員 

〃 E 

 2.3.日本の技術の優位性 厚生白書平成11年度
版 

資料レビュー 他 

3)プロジェクト実施の背景 3.1.日本、米国、中米各国との保健指数
比較：プロジェクト実施の根拠等 

UNDP人間開発指数 資料レビュー 他 

有効性（目標達成度）     

1)プロジェクト目標の達成度 Ａ 実績の把握を参照し作成 専門家チーム、C／P アンケート又は 
インタビュー 

B 
E 
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評価項目 
(調査項目) 

必要な情報・データ 情 報 源 調査方法 類 

2)プロジェクトの各成果が目標
につながるのを促進した要因 

〃 
その他促進要因 

〃 〃 B 
E 

3)プロジェクトの各成果が目標
につながるのを阻害した要因 

〃 
その他促進要因 

〃 〃 B 
E 

効率性     

1)成果の達成度 1.1.成果の達成度 Ａ 実績の把握を参
照し作成 

 BE 

 1.2.投入と成果の関係（成果への貢献及
び阻害要因） 

専門家チーム、C／P アンケート結果
より作成 

E 

2)投入の妥当性 2.1.投入の時期・質・量の妥当性 〃 〃 BE 

インパクト     

1)予期したインパクト 1.1.上位目標の達成見込み Ａ 実績の把握を参
照し作成 

 B 
E 

 1.2.上位目標とプロジェクト目標の関係 専門家チーム、C／P アンケート又は 
インタビュー 

B 
E 

 1.3.上位目標と外部条件 〃 〃  
CE 

2)予期しなかったインパクト 2.1.政策への影響 〃 〃 E 

 2.2.受益者への経済的影響（看護教員等
給与） 

〃 〃 E 

 2.3.環境、文化・社会（地震影響等） 〃 〃 E 

 2.4.組織・制度、経済・財政 〃 〃 E 

 2.5.地域的広がり 〃 〃 E 

自立発展性     

1)組織・制度的側面 プロジェクト目標等の効果の持続性 
持続的効果の発現・阻害要因、内部効率
性（看護婦不足数、看護学校予算、生徒
数：入学者数、卒業者数、留年率、退学
率、就職状況他） 

報告書等 
専門家チーム、C／P 

資料レビュー 
アンケート又は 
インタビュー 

E 

2)財政的側面 〃 〃 〃 E 

3)技術的側面 〃 〃 〃 E 

4)他プロジェクトとの関連 〃 〃 〃 E 

貢献・阻害要因の総合的検証 
（評価５項目より） 

貢献要因（計画内容、実施プロセス） 評価５項目分析結果 協議  

 阻害要因（計画内容、実施プロセス） 〃 〃 E 
 

類の凡例 A:必要資料リスト、B:インタビューシート（計画達成度確認表）、C:インタビューシート（外部条件確認表） 
 D:インタビューシート（活動実績確認表）、E:アンケート票（現地専門家チーム実施アンケートを解析） 
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４．現地調査結果 

４－１ 確認表 

1.1.1.上位目標のプロジェクト開始当時の状況を教えてください。 

指標に関しては、現時点では計測不可能であるが、研修会等に臨床看護婦が参加しており、
今後の達成の可能性は高い。 
エ国の看護サービスについては、私立病院は料金に応じて充実しており、技術以外のサービ
スも高い。一方、地方の公立病院では十分なサービスは整っていない。この問題は、医療サ
ービス全体の問題であり、本プロジェクト以外の対応が必要と考えられる。 

 

1.1.2.乳幼児死亡率等の保健指標を提示してください。 

プロジェクト実施の背景となった乳幼児死亡率等は改善傾向にある。 
(1993年41人→1999年35人/1,000人) 

 

1.1.3.看護婦不足の現状を教えてください 

病院に看護婦の定員があるため、職を選ぶ余裕はなく、国立病院以外の保健分野への就職者
が多い。また、卒業生全員が就職できるわけではない。 
約600名の学士看護婦は准看護婦扱いの給与で働いている事実もある。 

 

1.1.4.看護婦需給計画は策定されていますか。 

1994年に看護婦養成状況の調査を行い、需給予測を行ったが、そのあと、実施されていない。
今後、実施しなければならないと厚生省看護課課長は認識している。 

 

1.1.5.定期的な統計調査はありますか。担当機関はどこですか。センターは対応できますか。 

医療分野の統計調査は実施されている。担当機関は保健情報課（Información en Salud）であ
る。センターは特に統計等を行う予定はない。 

 

1.1.6.標準カリキュラム作成による教育界への影響など、より広い範囲でのインパクトを教

えてください。 

これまでエ国の高等教育機関において、標準カリキュラムはなく、医師育成等もバラバラに
実施されており、他の領域に対する支援を教育省高等教育局局長よりプロジェクトに求めら
れた。 
標準カリキュラムにより、最低限のカリキュラムを規定することの重要性が教育省で認識さ
れるようになった。 
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2.1.2.プロジェクト目標のプロジェクト開始当時の状況を教えてください。 

プロジェクト開始前に実施した授業評価の際には、各校は機材不足により学内実習等が行わ
れず、授業案は作成されていなかった。また、TPシートも特に効果的に利用しようとする意
識がなかった。 
また、教員は教科書を読み、学生が書き取るという形式の授業で工夫が特に見られなかった。 

 

2.2.1.対象校の学生数の増加有無及びその影響を教えてください（必要資料リスト）。 

学生数の増加は問題ではなく、高等教育法により、教員１人当たり学生数の制限があり、学
生増に応じて教員も増加させることが義務づけられている。 
ただし、看護教育に応じた更に厳しい制限は必要と厚生福祉省看護課は考えており、プロジ
ェクト終了までに人材配置計画を最高看護審議会に提案する予定である。 

 

3.1.1.研修受講済み看護教員への習得事項の履行状況の授業評価が3.5以下の教員に対する

再指導・再評価の実施状況を教えてください。 

授業観察終了後、被観察者全員をセンターに集め、結果を報告し、再指導必要な項目につい
て具体例を提示し、作品コンクールの形式を用い、再評価・再指導を実施した。 

 

3.1.2.各学校よる伝達講習会はどのように行われていますか。 

授業案作成、ビデオ教材の効果的使用法、教育・臨地連携モデルの強化活動については、各
施設の伝達講習会実施計画に従い、専門家・カウンターパートが出向き、講師となった研修
受講者又はサブカウンターパートの説明に対し、補足説明を行った。 

 

4.1.1.標準化されたカリキュラムに基づく学習指導案の利用は進展していますか。 

教授案作成委員会で作成されたモデルを現在、すべての教員へ紹介中であり、今後、各教員
の意見を取り入れ改善する予定である。 
なお、学習指導案の展開を各教員が検討するための材料として役立てている。 

 

4.1.2.学習指導案の利用の際に学校の特色を出していますか。 

IEPROESサンタ・アナ校では体育を授業に含めるなど、カリキュラムの内容は基準を遵守し
た上で、更に補足した授業も行われている。 

 

4.1.3.各校カリキュラムの実施結果の評価を行う体制づくりは行われていますか。 

各校でカリキュラム評価は行われており、メキシコから第三国専門家を招き、研修を行った。 
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4.1.4.看護関係学術雑誌（英語図書及び文献）解読のために必要な基礎能力養成講座はカリ

キュラムに組み込まれていますか。 

英語に関してであれば、ETPSを除き各校とも授業が年40～70時間の授業が実施されている。 

 

4.2.1.カリキュラムに沿った主要分野の教本作りの進捗状況を教えてください。 

６冊の教科書作りは終了し、残り６冊を作成する予定である。 

 

4.3.1.ビデオ教材作成の現在の進捗状況を教えてください。 

９本目の台本を現在作成中であり、３月中旬に完成する予定である。10本目は３月に作成開
始し、５月に完成する予定である。 

 

4.4.1.看護教員の学歴、経験、収入に関する調査結果はありますか（必要資料リスト）。 

各校の教員の学歴、経験に関して各校で登録している。なお、給与は特に大きな変化はない
と考えられる。 

 

4.4.2.看護教員の採用要件は教育省には提案しないのですか。  

看護教育に関しては、看護職能理事会が指導監督権をもち、承認を得たあとに、教育省に情
報提供する予定である。 

 

5.5.1.看護に関する教育と臨床の連携強化の達成に時間を要する場合、プロジェクト目標、

上位目標に対しどのような阻害が考えられますか。 

看護学実習は教育学的な授業の一形態であり、看護教育における理論と実践を結ぶ重要な場
である。よって、より質の高い教育及び看護サービスの達成に時間を要することになる。 

 

5.5.2.今後連携を更に推進するための計画を教えてください。 

連携強化のため、教育・臨地連携委員会によるパイロット実習施設でのモニタリング及び研
修会を行う一方、各種委員会及び研修会等へ臨床側の参加を求め、共有の場を形成している。 

 

5.5.3.教育・臨地連携モデルに基づく指導状況を教えてください。  

ワークショップだけでなく、実習前連絡協議会、３パイロット実習施設に対するモニタリン
グ及びモニタリング結果の報告会に専門家及び委員会メンバーが参加し、連携を積極的に推
進している。 
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5.5.4.教育・臨地連携モデルに基づく指導後、臨床看護婦のかかわりが具体的にどうかかわ

ってきていますか。実習している学生の学習意欲に変化はありますか。 

国立マテルニダット病院及び国立ロサーレス病院では、過去の実習生による医療事故を原因
として、実習受入れに協力的でなかった。しかし、研修会や委員会への参加を通じ、学校教
員が常在することを条件に受け入れるなど、最近は協力的になってきた。 
臨床側の受入態度の変化に伴う学生の学習意欲の変化については、一部で学生が質問しやす
くなったという話も聞くが、様々な要因が学習意欲には関係するため、因果関係の把握は困
難である。ただし、実習中の知識強化の有無を学生に質問した評価結果では100％の学生が
肯定しており、環境は徐々に向上していると予測される。 

 

5.5.5.最近の具体的な実習計画の例を教えてください。記録等があれば更に提示してくださ

い。 

３校のモニタリングのなかで、連携のための履修事項の実施有無を確認している。実習計画
は各教科別に綿密に組み立てられているケースもある。 
なお、全国に国立病院は30か所、保健所は約300か所あり、国立ロサーレス病院では、2001
年に半年間で延べ93名、サンハクニト保健所では延べ23名の実習生を受け入れている。 

 

6.5.1.看護教育の環境改善として、人材配置状況の政策が見直されない場合、プロジェクト

目標、上位目標に対しどのような阻害が考えられますか。 

プロジェクト目標に対しては、学生の臨地実習の際、十分な指導ができないため、学生にと
って効果的自習となりがたい。上位目標に対しては、十分な人数がないことによる看護の質
の低下を招くことになりかねない。 

 

6.5.2.今後の環境向上のための計画（人材に限らず）を教えてください。 

学内実習用機材が有効利用されておらず、効果的な学内実習指導が行われていないので、モ
デル校（IEPROESサンタ・アナ校）において学内実習授業研究を開催する予定である。プロ
ジェクト終了後はセンターにおいて、新人教員を対象とした各種研修の開催を予定してい
る。 

 

6.5.3.社会奉仕前試験等の看護教育に関する政策の変遷とプロジェクトのかかわりを教えて

ください。 

社会奉仕のための試験導入については、日本の国家試験制度を紹介し、研修員が日本でその
内容、方法等の説明を受けた。そのあと、第１回試験では試験問題の作成・実施・採点とす
べての課程にかかわり、第２、３回は試験結果をコンピューターで解析できるよう指導した
経緯がある。なお、現在は結果分析は専門業者に依頼している。 
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6.5.4.GIDRHUSと看護人材配置計画に関するプロジェクトとの協調関係について教えてく

ださい。 

GIDRHUDの正式名称はGrupo Interinstitucional Desarrollo de Recurso de Humanos en Salud

（保健人材開発の組織間グループ）であり、1994年に発足し、保健医療分野の専門家養成、
統計情報の整理等を行っている。現在、プロジェクトとの関係はないが、今後、厚生福祉省
看護課としては、グループの一員にセンターが加わり、看護婦養成に関する情報等の連携を
希望している。 

 

6.5.5.社会奉仕に従事するための試験及び看護婦養成に関する仕組みを再度確認させてくだ

さい。 

社会奉仕試験は学校卒業前に行われ、年２回実施されており、計３回までの受験資格がある。
合格後、学士看護婦と看護婦は、インターン的に国立病院で６か月働き、評価基準を達成す
ることにより、正式に看護婦等の資格が与えられる。なお、６か月間は３期に分けられ、２
か月ごとに施設の婦長により評価され、基準に達しないと、再度、期の初めからやり直すこ
とになる。 
なお、准看護婦が看護婦資格を得る場合、彼女等は働きながら、同一病院で社会奉仕を行う
ことになるため、１年間の期間を要する。 
最終評価を得た時点で、看護職能理事会に登録することにより、正式に資格が授与される。 
よって、看護婦になるためにはインターンとして働くための学力試験と半年以上の勤務評価
の達成が必要である。 

 

7.1.1.外部条件である、現在既に働いている看護婦の生涯教育の状況を教えてください。 

各種研修に臨床看護婦を招き、参加者の約半数となることもある。臨床看護婦が準ターゲッ
トグループ的な扱いになってきており、生涯教育が進展している。さらに、厚生福祉省看護
課では、卒業後教育として、助産婦、保険婦の育成コースの設立を検討している。 
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４－２ 実施プロセスに関するヒアリング結果（和・西） 
 

評価項目 
(調査項目) 

必要な情報・データ インタビュー等の結果 

1)活動の計画性 
（活動項目） 

1.1.計画実績の計画性の確認 計画どおりの活動が展開された。大地震の影響による
遅れも取り戻されてきている。 

（外部条件） 1.2.1.対象校の看護教員の基準 高等教育法は次の用件を義務付けた。学生35名に対し
常勤又は非常勤の教員１名を配置すること。そして学
生75人に対し常勤教員１人を配置すること。なお、看
護分野に応じた更に厳しい条件をプロジェクトで検討
している（教員の基準として臨床経験年数、看護研修
研究センターの研修受講歴、学士取得等）。 

 1.2.2.教育省のプロジェクトへの
意見 

高等教育分野でも最低限のカリキュラムを規定するこ
との重要性が教育省で認識された。教育省高等教育局
局長は医師課程のカリキュラム作成をプロジェクトに
求めるなど、高い評価をしている。 

 1.2.3.プロジェクト対象校の予算
推移 

プロジェクト対象校の予算状況はセンターに特に報告
されていない。なお、プロジェクト関係者によれば、
入学希望者は多く、学校教育は赤字運営ではないと考
えられている。 

 1.2.4.対象校のプロジェクトとの
関係、意向 

対象校はほぼ協力的であったが、今後とも委員会、研
修会への参加を呼びかける意向である。 

2)モニタリングの実施状況 2.1.モニタリング結果 2000年11月以降、年２回、モニタリング調査が実施さ
れている。ほぼ予定どおりの成果が達成されている。
なお、プロジェクト終了後は委員会によりモニタリン
グ活動は継承される予定である。 

 2.2.PDM、詳細活動の軌道修正 プロジェクトの目的等に変化はないが、本評価調査を
機会にPDMEを変更した。 

 2.3.外部条件の変化への対応 外部条件の変化は特にない。 

3)日本側専門家とカウンター
パートとの関係性 

3.1.コミュニケーションの状況 
3.2.信頼関係の状況 

カウンターパート、日本人専門家、対象校とも、人間
関係に配慮し、真剣に協議できる関係を育ててきた。
看護研修研究センターの職員の机の配置にもこだわっ
た。 

 3.3.問題の共有状況 月１回の定例会議は全職員（門番等も含め）参加し、
個人の問題も共有できる関係となっている。 

 3.4.カウンターパートの主体性 主体性は高く、自分たちのプロジェクトとして取り組
んでいる。 

4)受益者の事業へのかかわり
方 

4.1.参加型アプローチ状況 看護教員の参加態度に関してアンケート結果では、ほ
ぼ100％が良いと回答している。各委員会、研修にも多
数の教員が参加しており、主体的な活動が展開されて
いる。また、臨床看護婦も参加するようになり、情報
交換が活発化している。今後更に臨床側の参加を進め、
現場の改善もめざす意向がある。 

 4.2.看護教員の認識の変化度合い アンケート結果では、生涯教育の重要性を100％の教員
が認識しており、彼らの活動への参加状況からみても、
向上していると考えられる。 
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評価項目 
(調査項目) 

必要な情報・データ インタビュー等の結果 

5)相手国実施機関のオーナー
シップ 

5.1.実施機関責任者の参加度合い 対象校の施設長による会議がプロジェクト開始前の長
期調査をきっかけに始まり、現在も続いている。厚生
福祉省看護課課長もプロジェクトに積極的に参加して
いる。 

 5.2.予算推移（A2.2.1と同様） 厚生福祉省看護課はプロジェクトのエ側人件費を負担
している。費用は３か月１万ドル（年４万ドル程度で
ある）。経理は厚生福祉省全体で管轄しており、人材も
厚生福祉省職員であることから、予算は全体予算に含
まれており、正確な予算推移を示す資料はない。今後、
エ側に運営主体が移転した際の予算を現在検討中だ
が、予算配分は大蔵省管轄であり、センター独自財源
の確保が不可欠と考えられる。そのため、教科書、ビ
デオ販売等が課題である。 

 5.3.カウンターパート配置の適性
度 

アンケート結果によれば、公衆衛生、教育評価、地域
看護分野のカウンターパート１～２名の増員が求めら
れている。しかし、プロジェクト開始当初、看護課職
員２名だったが、カウンターパートとして４名、更に
ローカルスタッフ６名を配置したことから、エ国は相
当の努力をしている。 

 5.4.機材運用の円滑度 実習機材の運用マニュアルを作成し、使用及び管理方
法を指導している。大地震により実習室が利用できな
くなっている施設もあるが、機材導入に伴い、実習室
を整備する学校もある。日本で実習室の利用方法を研
修員が学んだことが背景にある。特にIEPROESサンタ・
アナ校では、実習指導を盛んに行っている。そのため、
モデル校として他校の教員を集め、相互研修を行う予
定である。 

6)その他プロジェクト推進の
工夫等 

6.1.プロジェクト推進の工夫事項 工夫としては以下のものが考えられる。 
・プロジェクト対象をモデル校に限定せず、エ国全体
の看護教育の向上をめざしたこと。 

・人間関係を重視し、皆で力を合わせること。 
・カウンターパート、看護教員等の成果を公的な場所
で表彰し、広報し、動機付けをしたこと。 

・移転技術の定着のために、委員会活動を活発化させ
たこと。臨床看護婦と協力し、より実践的な活動を
行ったこと。 

・教員相互の交流、評価により、個人の情報量が大き
く向上したこと。 

 







－125－

４－３ 評価ワークショップ結果 

現地において、2002年１月９、10日に評価に関するワークショップを看護研修研究センター

において開催した。ワークショップは調査団長、カウンターパートのあいさつ、PCM手法の説

明等を行った。協議等の要点は以下のとおりである。 

なお、プログラム及び参加者については付属資料１を参照。 

 

(1) PDMEについて 

調査団が提案したPDMEについて、ワークショップを通じて以下の変遷があった。 

・成果２「看護教育が標準化される」の指標２－６の提案書に、採用要件だけでなく資格

も加えて、「看護教員の資格と採用要件に関する提案書が看護職能理事会（JVPE）と全

プロジェクト対象校に提出される」とすることになった。 

・プロジェクト目標の外部条件１の看護研修研究センターの位置づけを政府の施設と担保

することが求められ、「看護研修研究センターが位置づけられ政府の施設として、看護教

員に対する教育が継続される」と変更された。 

 

(2) プロジェクトの実績（計画と実績の比較） 

調査団が提案した計画実績表について、特に変更なく、参加者の承認が得られた。 

 

(3) プロジェクトの計画達成度 

調査団が提案した計画達成度について、以下の変更をすることが協議された。 

・成果２「看護教育が標準化される」の指標２－６「看護教員の資格と採用要件に関する

提案書が看護職能理事会（JVPE）と全プロジェクト対象校に提出される」の実績につい

て、当初、教育省へ提案書を提出するとしていたが、看護教員の資格と採用要件につい

て教育省に権限はないとのことで、情報提供することに変更した。 

 

(4) 評価５項目のグループワーク結果 

評価５項目について、グループ討議の結果、以下の項目にまとめられた。 

なお、以下の意見を参考にワークショップ終了後、調査団で協議し、評価議事録を修正、

翌日の合同委員会で変更点を報告した。 

    1) 妥当性 

国民の健康向上をめざし、看護婦、看護学生、看護教員を支援・養成していること等

より、改めて、プロジェクトが妥当であることが伝えられた。なお、グループワークで

は、妥当性の根拠を上位目標、プロジェクト目標に関連して示された。 
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 a) 上位目標 

エ国の国民の健康に関し、看護ケアを通じて貢献することから、妥当である。 

・中・長期的に国民の健康向上に貢献した。 

・国民の健康分野において、ケアの質を向上する。 

・看護婦養成の質を向上することにより看護のケアの質が向上する。 

・また、看護ケアの状況を評価する必要がある。 

 b) プロジェクト目標 

看護人材養成について、政策、実施面において効果をあげ、妥当である。 

・看護計画の不均衡があり、養成計画が均一化した。 

・看護人材の養成における教育の質が向上した。 

・新しい教育技法により教育の質が向上する。 

・看護領域において、専門性ある看護教員養成の必要がある。 

・カリキュラムをシステム化、専門化することはプロジェクトの目標であった。 

・研修において臨床の看護の統合技術を改善した。 

・プロジェクトは保健人材政策に貢献した。 

 c) 成果及び活動・投入レベル 

教育と臨地の連携は構築、資機材支援への要望は強く、妥当である。 

・教育と臨地連携モデルは実現に向けて動いている。 

・教育と臨地の連携が強化された。 

・教育資機材の援助が行われた。 

    2) 有効性（目標達成度） 

看護学生の能力向上を測定する指標２（社会奉仕試験結果）は目標値を達成した。 

また看護教員の能力向上を測定する指標１（授業評価）も目標値を達成した。 

看護教員の能力として、教育技法が得られた。 

・学生の質向上のため様々な教育技法を活用したこと 

・特に教授及び学習プロセスが向上したこと 

・理論～実習における教授案を活用したこと 

また、プロジェクトの活動として、以下のものが重要であった。 

・標準カリキュラムの適用 

・教育技法に関する研修の受講 

・伝達講習会の実施による効果の拡大 

・教本と教材の作成能力の増大 

・継続教育による教員への効果保持 
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・プロジェクト活動における教員の動機付け 

・教員間のチームワーク 

・公立・私立の看護婦養成校の連携 

・教育－臨床の連携の強化 

・日本における研修（教員の相互体験） 

・看護界における交流の活性化 

・看護界関係者間の調整の活性化 

    3) 効率性 

効率性について、以下の項目が新たにあげられた。 

 a) 投入の活用 

・不要な投入は特になかった。 

・機材は当初均等に供与したが、そのあと必要に応じて供与した。 

・日本における研修としては､管理分野を最初に､看護専門分野を続けて実施し､６か 

月程度とするのが良い。 

・最終的に厚生福祉省は４人のカウンターパートと６人の現地職員を投入した。 

・また、各対象校の一部より看護教員３名を短期専門家のカウンターパートとした。 

・各対象校は研修への旅費、消耗品等を負担した。 

 b) 成果の達成度 

・看護教育の標準化、教科書・教材等の作成、委員会の設立がなされた。 

・看護教員の採用要件づくりが始まった。 

 c) 成果の促進要因 

・委員会組織による運営がより経済的であった。さらに効率的な業務方法を今後検討

する。 

 d) 成果の阻害要因 

・教育・臨地連携モデルによる実習受入れに消極的な病院が一部ある。 

    4) インパクト 

インパクトとして、以下の項目が新たにあげられた。 

 a) プラス要因 

・看護教員の教授法向上による、看護教育の質の向上 

・各対象校における看護教育環境の改善 

・臨床看護婦及び他医療関係者の専門知識の再認識 

・各種研修の受講有無が教員採用に有利になったこと 

・看護教員が活発性の増進（研修による動機付け） 
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・標準カリキュラムにより、学生が他校への転校が可能となったこと 

・医療等の関連専門分野における標準カリキュラムへの認識が高まったこと 

 b) マイナス要因 

・各対象校においては、研修参加のための費用負担等があったこと 

・臨床実習の際に看護教員が研修参加のため、病院に不在となること 

    5) 自立発展性 

自立発展のための方策として、以下の活動があげられた。 

 a) 財政的側面 

・看護研修研究センターの会議室の貸与 

・教材の販売 

・新設校への標準カリキュラム図書の販売 

・厚生福祉省による支援の予算化 

 b) 組織的側面 

・各対象校の今後の協力 

・看護婦養成校管理職会、看護婦協会への参加 

・看護教員、臨床看護婦の合同委員会の推進 

・自立発展のための５か年計画を関係機関で作成 



－129－

４－４　社会奉仕、高等教育法について

■社会奉仕に従事するため客観試験 (El Examen de Servicio Social)

　エ国では、看護養成校を卒業しただけでは看護婦の資格は得られない。卒業時に学力試験を受
け、インターン的に病院等で社会奉仕を行い、３回の評価を満たしたうえで、看護婦として資格
登録することが可能となる。資格登録までの手順は以下のとおりである。
１．社会奉仕に従事するために客観試験を受験する。

試験は年２回実施される。通常、学校卒業前に受験するが、卒業試験とは異なり、不合格で
も卒業は可能である。学生は合格しなくても３回まで受験は可能である。ただし、３回以内に
合格しない場合、受験資格を失うことになる。

２．インターンとして病院、保健所で社会奉仕に就く。
社会奉仕は基本的に無報酬で、インターン的に病院等の施設に勤務する。社会奉仕期間中は

３期に区分され、各期ごとに婦長による評価が行われる。基準に達しない場合は、各期の初め
からやり直すことになる。
社会奉仕期間は６か月間であるが、准看護婦は通常、病院等に勤務しているケースが多く、

勤務を続けながら、同一病院で社会奉仕に就くため、１年間必要となる。
３．社会奉仕を修了したあと、看護職能理事会に登録することにより、正式に資格が授与される。
出所：プロジェクト関係者へのインタビューにより作成

■高等教育法とその一般規定（La Ley de Educación Superior）

（エ国文部省：1996年９月国会承認により公布、1998年１月２日施行）

　看護教育も本法に基づき養成することを看護職能理事会 ( Junta de Vigilancia de la Profesión de
Enfermería) が提案し、高等保健審議会 (Consejo Superior de Salud Pública) にて決定された。
各看護婦養成校は、1997年12月27日までに教育法に基づいた新カリキュラムを看護職能理事会

に提出しなければならなくなった。
また、学生数に応じた教員数も次のように規定され、基準に達しない看護婦養成校は廃止され

ることになった。
同法第２章第４部　高等教育施設の機能の最低必要条件
第34条「高等教育施設がその質を維持するための最低必要条件は次のとおりである」

 a）最低１つの技術者コースを設けること。技術・科学・人文学を網羅し、高度な専門コース
を提供すること。科学・人文学・技術分野を均等にカバーする最低５つのコースを提供する
こと。なお、これらの条件は各対象校が高レベルの専門施設を有するか、大学かにより異な
る。

 b）コース・セミナー・実習に合ったプログラムというように各学位に合った、認められた履
修計画を準備すること。

 c）教授は相当の学位と教科に関する専門知識が必要である。
 d）提供分野で、１年に少なくとも１つは研究プロジェクトを行うこと。
 e）適切な建物・図書館・実験室・実験区域・実習センター、教育活動や研究の発展に必要な
ものを整備すること。また、最終目的の完全な遂行を保証する管理部を整えること。

 f）学生35名に対し常勤又は非常勤の教員１名を配置すること。そして学生75人に対し常勤教
員１人を配置すること。

 g）正規雇用教員は研究プロジェクトに携わり、直接学生に助言すべきである。高等教育施設
が通信教育を行う場合、この項で言及される条件が守られているかどうか、文部省が高等教
育施設を管理する。

出所：「計画打合せ調査団報告書（JICA）、平成10年５月」より抜粋
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５－２ 対象校の現況等  

５－２－１ 対象校の現況等の解説 

   (1) 対象校の現況 

     1) 教員当たり学生数 

高等教育法により、①学生35名に対し常勤又は非常勤教員が１名、そして②学生75

名に対し常勤教員１名を配置することを位置づけている。この基準②については全対

象校が基準に達しているが、基準①についてはUNABが79.6名、IEPROESサンタ・ア

ナ校が35.5名と基準に達していない。 

     2) 留年・退学・社会奉仕後の状況 

留年・退学・社会奉仕修了者の割合は、学校によりデータが存在せず、今後、看護

婦養成計画の基礎資料として活用するため、厚生福祉省又は教育省による定期的な統

計処理が望まれる。 

留年者は各校におり、UNABの学士課程が22％と最も多く、一方、IEPROESサン・

サルヴァドル校の准看護婦課程が０％である。 

退学者も各校に存在し、ETPSは看護婦養成課程が14％、准看護婦養成課程が10％と

高い。 

社会奉仕修了者はUES学士養成課程、IEPROESサン・ミゲル校准看護婦養成課程に

おいて30％と社会奉仕を修了することは大変厳しいことを物語っている。 

 

   (2) 対象校の入学者数 

本プロジェクト対象校全体の入学者数推移は2001年に1,084名と少ないものの、他の年

度はほぼ一定しており、平均して1,205名が入学している。平均の課程別入学者割合は学

士課程が40％、看護婦課程が32％、准看護婦課程が28％であり、学士課程への入学者が

最も多い。 

各校別の特徴は以下のとおりであるが、入学者数は毎年一定していない。これは国立

大学を除き、入学定員基準が厳しくないことを想定させる。 

     1) UES：学士課程のみを有する国立大学であり、入学者数は６校中最も少ない。1999

年まで100名未満であったが、最近（2000、2001年）140名以上入学している。 

     2) UNAB：学士、看護婦、准看護婦の各課程を有していたが、2000年より准看護婦課

程はない。平均入学者数は513名と最も多く、学士看護婦課程が76％を占める。 

     3) ETPS：1998年より准看護婦課程を始め、看護婦課程と合わせ２課程を有する。入学

者数は准看護婦課程の方が多い。しかし、全体的に学生数は減少傾向にある。 

     4) IEPROESサン・サルヴァドル校：看護婦、准看護婦の２課程を有する。入学者数は
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     一定していない。 

     5) IEPROESサンタ・アナ校：看護婦、准看護婦の２課程を有する。入学者数は平均124 

名であり、ほぼ一定している。 

     6) IEPROESサン・ミゲル校：看護婦、准看護婦の２課程を有する。入学者数は一定し

ていない。 

 

   (3) 対象校の卒業者数 

対象校全体の卒業者数推移は多少の増減はあるが、平均して703名（最近４年間では約

750名）が卒業している。平均の課程別入学者割合は学士課程が27％、看護婦課程が37％、

准看護婦課程が36％であり、入学者と逆に学士課程の卒業者が最も少ない。 

各校別の特徴は以下のとおりであり、入学者と同様に卒業者数も毎年一定していない。 

     1) UES：ほぼ一定した卒業生を輩出しており、平均は73名である。なお、1996年に最

後の看護婦課程が卒業している。 

     2) UNAB：平均卒業者数は185名だが、例年増減が激しい。傾向として学士課程が中心

となり、2001年度に卒業生の81％を占めている。 

     3) ETPS：2000年より准看護婦課程の卒業生を輩出している。卒業生のほぼ半数が看護

婦課程、残りが准看護婦課程である。 

     4) IEPROESサン・サルヴァドル校：入学者数は一定していない。2001年には合計268

名と最も多くの卒業生を輩出している。 

     5) EPROESサンタ・アナ校：卒業者数は一定しておらず、看護婦課程の卒業生が2000

年６名、2001年１名と極端に少ない。 

     6) IEPROESサン・ミゲル校：入学者数は一定していない。准看護婦だけでなく、1999

年より看護婦課程の卒業生を輩出するようになった。 

 

   (4) 対象校以外の看護人材養成校 

現在、軍付属看護学校があるが厚生福祉省管轄ではない。また、２大学（エバンヘリ

カ大学、サンタ・アナ国立大学）が学士課程の創設を検討しており、認可されれば、標

準カリキュラムが適用され、看護研修研究センターにおける研修対象となる。 
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５
－
２
－
２
　
対
象
校
の
現
況

 
（2001年度） 

 UES UNAB ETPS IEPROES 
サン・サルヴァドル 

IEPROES 
サンタ・アナ 

IEPROES 
サン・ミゲル 

全対象校 
合 計 

学科長・校長 1 1  1 1 1 5 

副学科長・副校長 1   1 0 0 2 

常勤教員 17 9 7 10 10 8 61 

非常勤教員 3 1 4 30 6 6 50 

教員数（名） 

合計 22 11 11 42 17 15 118 

学士養成課程 261 613     874 

看護婦養成課程  37 86 177 208 105 613 

准看護婦養成課程  55 122 94 130 85 486 
学生数（名） 

合計 283 716 219 313 355 205 2,091 

対非常勤教員＋常勤教員 14.2 71.6 19.9 7.8 22.2 14.6 18.8 １教員当たり 
学生数（名） 対常勤教員 16.6 79.6 31.3 31.3 35.5 25.6 34.3 

学士養成課程 3％ 22％     13％ 

看護婦養成課程  12％ データなし 1％ 4％ 1％ 4％ 留年者数割合（％） 

准看護婦養成課程  8％ データなし 0％ 2％  3％ 

学士養成課程 2％ 3％     2％ 

看護婦養成課程  2％ 14％ 10％ 5％ 5％ 7％ 退学者数割合（％） 

准看護婦養成課程  4％ 10％ 3％ 2％ 9％ 6％ 

学士養成課程 30％ データなし     30％ 

看護婦養成課程  データなし データなし データなし 75％ 100％ 88％ 
社会奉仕修了 
割合（％） 

准看護婦養成課程  データなし データなし データなし 90％ 30％ 60％ 

出所：専門家チーム森山氏作成データを加工 
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対
象
校
の
入
学
者
数

 
（1996～2001年） 

（実数：名） （構成比：％） 
 

1996 1997 1998 1999 2000 2001 平均 1996 1997 1998 1999 2000 2001 平均 

学士養成課程 48 95 63 56 142 160 94 100 100 100 100 100 100 100 
看護婦養成課程        0 0 0 0 0 0 0 
准看護婦養成課程        0 0 0 0 0 0 0 

UES 

全課程合計 48 95 63 56 142 160 94 100 100 100 100 100 100 100 
学士養成課程 320 414 396 518 486 191 388 68 81 76 74 77 80 76 
看護婦養成課程 110 60 88 121 100 22 84 23 12 17 17 16 9 16 
准看護婦養成課程 40 35 40 63 46 27 42 9 7 8 9 7 11 8 

UNAB 

全課程合計 470 509 524 702 632 240 513 100 100 100 100 100 100 100 
学士養成課程        0 0 0 0 0 0 0 
看護婦養成課程 239 136 68 52 41 32 95 100 100 35 34 36 31 50 
准看護婦養成課程   127 103 74 71 94 0 0 65 66 64 69 50 

ETPS 

全課程合計 239 136 195 155 115 103 188 100 100 100 100 100 100 100 
学士養成課程        0 0 0 0 0 0 0 
看護婦養成課程 69 73 56 56 39 194 81 41 43 47 51 47 66 51 
准看護婦養成課程 101 95 64 54 44 101 77 59 57 53 49 53 34 49 

IEPROES 
サン・ 
サルヴァドル 

全課程合計 170 168 120 110 83 295 158 100 100 100 100 100 100 100 
学士養成課程        0 0 0 0 0 0 0 
看護婦養成課程 52 68 93 59 57 59 65 42 57 68 55 50 42 52 
准看護婦養成課程 72 52 44 49 58 82 60 58 43 32 45 50 58 48 

IEPROES 
サンタ・アナ 

全課程合計 124 120 137 108 115 141 124 100 100 100 100 100 100 100 
学士養成課程        0 0 0 0 0 0 0 
看護婦養成課程 66 59 89 51 35 68 61 28 40 48 40 31 47 39 
准看護婦養成課程 167 90 96 77 79 77 98 72 60 52 60 69 53 61 

IEPROES 
サン・ミゲル 

全課程合計 233 149 185 128 114 145 159 100 100 100 100 100 100 100 

学士養成課程 368 509 459 574 628 351 482 29 43 38 46 52 32 40 
看護婦養成課程 536 396 394 339 272 375 385 42 34 32 27 23 35 32 
准看護婦養成課程 380 272 371 346 301 358 338 30 23 30 27 25 33 28 

全対象校 
合 計 

全課程合計 1,284 1,177 1,224 1,259 1,201 1,084 1,205 100 100 100 100 100 100 100 

出所：専門家チーム森山氏作成データを加工 
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卒
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数

（1996～2001年） 

（実数：名） （構成比：％） 
 

1996 1997 1998 1999 2000 2001 平均 1996 1997 1998 1999 2000 2001 平均 

学士養成課程 88 63 83 78 40 84 73 85 100 100 100 100 100 83 
看護婦養成課程 15      15 15 0 0 0 0 0 17 
准看護婦養成課程        0 0 0 0 0 0 0 

UES 

全課程合計 103 63 83 78 40 84 88 100 100 100 100 100 100 100 
学士養成課程 21 120 108 153 268 47 120 100 60 72 58 87 81 65 
看護婦養成課程  28 40 99 40 11 44 0 14 26 38 13 19 24 
准看護婦養成課程  53 3 10   22 0 26 2 4 0 0 12 

UNAB 

全課程合計 21 201 151 262 308 58 185 100 100 100 100 100 100 100 
学士養成課程        0 0 0 0 0 0 0 
看護婦養成課程 126 99 108 77 66 75 92 100 100 100 100 43 50 53 
准看護婦養成課程     89 74 82 0 0 0 0 57 50 47 

ETPS 

全課程合計 126 99 108 77 155 149 173 100 100 100 100 100 100 100 
学士養成課程        0 0 0 0 0 0 0 
看護婦養成課程   83 134 10 223 113 0 0 52 62 17 83 62 
准看護婦養成課程 60 101 78 82 49 45 69 100 100 48 38 83 17 38 

IEPROES 

サン・ 
サルヴァドル 

全課程合計 60 101 161 216 59 268 182 100 100 100 100 100 100 100 
学士養成課程        0 0 0 0 0 0 0 
看護婦養成課程  58 52 51 6 1 34 0 49 49 57 11 2 40 
准看護婦養成課程 60 60 55 38 51 42 51 100 51 51 43 89 98 60 

IEPROES 

サンタ・アナ 

全課程合計 60 118 107 89 57 43 85 100 100 100 100 100 100 100 
学士養成課程        0 0 0 0 0 0 0 
看護婦養成課程    55 10 83 49 0 0 0 39 12 55 34 
准看護婦養成課程 97 162 80 85 72 67 94 100 100 100 61 88 45 66 

IEPROES 

サン・ミゲル 

全課程合計 97 162 80 140 82 150 143 100 100 100 100 100 100 100 

学士養成課程 109 183 191 231 308 131 192 23 25 28 27 44 17 27 
看護婦養成課程 141 185 283 416 132 393 258 30 25 41 48 19 52 37 
准看護婦養成課程 217 376 216 215 261 228 252 46 51 31 25 37 30 36 

全対象校 
合 計 

全課程合計 467 744 690 862 701 752 703 100 100 100 100 100 100 100 

出所：専門家チーム森山氏作成データを加工 
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５－３ 保健関連各種指標 

 

(1) 乳児死亡率(1,000人当たり)の推移 

 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 

死亡率 41.0 38.2 36.4 34.8 33.4 32.0 35.0 

出所：厚生福祉省、保健サービスのシステム概況（Perfil del sistema de servicios de salud） 

 

(2) 厚生福祉省における保健人材の動向 

 1998 1999 2000 

医者 2,708 3,535 2,759 

歯医者 403 355 354 

看護婦 1,753 1,818 1,831 

准看護婦 3,118 3,203 3,186 

出所：厚生福祉省 

 

(3) 厚生福祉省における保健人材の平均給与（2000年） 

 (コロン) (US＄) 

医者 10,407 1,193.5 

歯医者 8,480 972.5 

看護婦 5,353 613.9 

准看護婦 3,720 426.6 

出所：厚生福祉省、エ国保健人材総合基礎データ（Conjunto de datos básicos） 

 

(4) 厚生福祉省の予算推移（単位：コロン） 

 1996 1996 1996 

給与 758,373,123 847,199,793 1,000,701,056 

一般経費 121,296,364 127,060,650 109,793,629 

食品 33,976,297 34,124,189 31,657,936 

薬 183,886,631 143,486,504 168,345,582 

手術・試験関係消耗品 77,751,401 79,719,012 54,525,967 

殺虫剤・消毒剤 2,103,557 9,280,605 696,200 

事業 61,982,469 28,964,572 72,778,595 

移転支出 19,665,398 20,745,378 24,847,295 

その他費用 8,995,196 13,763,271 76,029,533 

合 計 1,268,030,436 1,304,343,974 1,539,375,793 

出所：厚生福祉省､保健サービスのシステム概況（Perfil del sistema de servicios de salud） 
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６．その他参考資料 

６－１ プロジェクト関係者アンケート調査結果 

  (1) 調査目的 

 4.5か年間のすべてのプロジェクト活動に対する評価を、あらゆる視点から行うととも

にプロジェクト終了後の自立発展に向けての各自の役割を問い、エ国における看護教育の

質向上への意識付けを行う。また、これらの結果をプロジェクト終了時評価の一資料とす

る。 

 

  (2) 調査内容・方法 

プロジェクト活動に対する評価内容として、目標達成度・日本側とエ側の投入実績の効

率性・活動の妥当性等を中心に、プロジェクト活動の自立発展に向けての項目を設定した

（表－３参照）。この内容を、プロジェクト長・カウンターパート・ANESとJVPE・看護婦

養成施設長・サブカウンターパート・臨床看護婦・日本人長期専門家のプロジェクト関係

者ごとに抽出した。 

作成したアンケート調査用紙を全関係者に配布・回収した。ただし、臨床看護婦につい

ては、より多くのプロジェクト活動にかかわった各種委員会メンバーを対象とし、１～２

回のセミナーなど研修会への参加者は除外した。 

 

  (3) 調査期間 

2001年11月９日～2001年11月29日 

 

  (4) 調査結果 

調査対象者75名にアンケート用紙を配布し、63名からの回答があった。回答率は84％で

あった（表１、表２参照）。 

 

表－１ 調査対象者一覧表 

調査対象者 対象者数 回答者数 回答率（％） 
プロジェクト長 1 1 100 
カウンターパート 4 4 100 
ANES・JVPE 2 2 100 
プロジェクト協力対象校施設長 6 5 83 
サブカウンターパート 46 37 80 
臨床看護婦 12 10 83 
日本人長期専門家 4 4 100 

計 75 63 84 
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表－２ 調査対象者（サブ･カウンターパート）一覧表 
施 設 名 対象者数 回答者数 回答率 

UES 8 3 38 
UNAB 8 8 100 
IEPROES San Salvador 7 5 71 
IEPROES Santa Ana 7 ６＋１(新人) 100 
IEPROES San Miguel 8 ７＋１(新人) 100 
ETPS 7 7 100 
センター専属視聴覚担当職員 1 1 100 

計 46 37 80 
注）回答者数の欄の新人２名は、プロジェクト活動に一度も参加していないため、白紙

で提出された。そのため、回答者数37名には入れていない。 
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表―３ 評価項目一覧表 
調 査 対 象 者 プロジェクト長 カウンターパート ANES・JVPE 対象校施設長 サブカウンターパート 臨床看護婦 長期専門家 計 

評    価    項    目 ハイ イイエ ハイ イイエ ハイ イイエ ハイ イイエ ハイ イイエ ハイ イイエ ハイ イイエ ハイ イイエ 

１．５年間というプロジェクト期間は、目標を達成するのに適当であったか 0 1 1 3 2 0 0 5 5 31, 1 2 6, 2 2 2 12 (20) 48 (80),3 

２．看護研修研究センターの存在は、当国の看護界にとって有意義か 1 0 4 0 2 0 5 0 37 0 10 0 4 0 63(100) 0 

３．長期専門家について                 

１）プロジェクト目標を達成するために活動した人数は適当であったか 1 0 3 1   5 0 31 4, 2 5 1, 4 0 4 45 (82) 10(18), 6 

２）プロジェクト目標を達成するための専門家の分野は適当であったか 1 0 1 3   5 0 30 4, 3 5 2, 3 0 4 42 (76) 13(24), 6 

３）技術協力をする能力が十分にあったか 1 0 4 0   5 0 34 0, 3 8 0, 2 2 2 54 (96) 2 (4), 5 

４) 技術協力への態度は良かったか 1 0 3 1   5 0 35 0, 2 8 0, 2 4 0 56 (98) 1 (2), 4 

４．短期専門家について                 

１）プロジェクト目標を達成するために活動した人数は適当であったか   3 1     34 1, 2 5 0, 5 3 1 45 (94) 3 (6), 7 

２）プロジェクト目標を達成するための専門家の分野は適当であったか   2 2     35 0, 2 7 0, 3 2 2 46 (92) 4 (8), 5 

３）技術協力をする能力が十分にあったか   4 0     34 3 6 0, 4 4 0 48 (94) 3 (6), 4 

４）技術協力への態度は良かったか   4 0     37 0 7 0, 3 4 0 52(100) 0, 3 

５．第三国専門家について                 

１）プロジェクト目標を達成するために活動した人数は適当であったか   3 1     25 2, 10 3 1, 6 4 0 35 (90) 4 (10), 15 

２）プロジェクト目標を達成するための専門家の分野は適当であったか   4 0     26 1, 10 5 0, 5 4 0 39 (98) 1 (2), 15 

３）技術協力をする能力が十分にあったか   4 0     26 1, 10 5 0, 5 2 2 37 (93) 3 (7), 15 

４) 技術協力への態度は良かったか   4 0     27 0, 10 5 0, 5 4 0 40(100) 0, 15 

６．機材供与について                 

１）プロジェクト目標を達成するための数として適当であったか 1 0 3 1   3 2 32 3, 2   3 1 42 (86) 7(14), 2 

２）プロジェクト目標を達成するために適切な機材（内容）であったか 1 0 3 1   5 0 34 1, 2   4 0 47 (96) 2 (4), 2 

３）プロジェクト目標を達成するために適切な時期に供与されたか 1 0 3 1   5 0 29 5, 3   2 2 40 (83) 8(17),  

７．研修員について                 

１）プロジェクトの活動を円滑にし、成果をあげるための人数として適当だったか 1 0 3 1   3 2     2 2 9 (64) 5 (36) 

２）プロジェクトの活動を円滑にし、成果をあげるための研修期間として適当だったか 1 0 3 1   5 0     4 0 13 (93) 1 (7) 

３）プロジェクトの活動を円滑にし、成果をあげるための時期としては適当だったか 1 0 3 1   3 2     3 1 10 (71) 4 (29) 

８．カウンターパートについて                 

１）プロジェクト目標を達成するために活動した人数は適当であったか 1 0 1 3   4 1 32 3, 2 7 3 1 3 46 (78) 13 (22), 2 

２）プロジェクト目標を達成するためのカウンターパートの分野は妥当であったか 1 0 2 2   5 0 32 3, 2 7 3 2 2 49 (83) 10 (17), 2 
３）専門家の技術移転を理解し、サブカウンターパートに普及・定着させるにたる能力
があったか 1 0 4 0   5 0 32 2, 3 7 3 4 0 53 (91) 5 (9), 3 

４）技術協力への態度は良かったか 1 0 4 0   5 0 34 1, 2 10 0 4 0 58 (98) 1 (2), 2 

９．サブ・カウンターパートについて                 

１）プロジェクト目標を達成するのに適当な人数であったか   2 2   4 0, 1 30 3, 4 6 4 4 0 46 (84) 9(17), 5 

２）セミナーやワークショップの内容は理解しやすかったか   4 0   4 0, 1 35 0, 2 8 2 2 1, 1 53 (95) 3 (5), 4 

３）セミナーやワークショップの内容を適用しているか   2 2   4 0, 1 35 1, 1 10 0 4 0 55 (95) 3 (5), 2 

４）プロジェクト活動への参加態度は良かったか   4 0   4 0, 1 35 0, 2 8 0, 2 3 1 54 (98) 1 (2), 5 
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調 査 対 象 者 プロジェクト長 カウンターパート ANES・JVPE 対象校施設長 サブカウンターパート 臨床看護婦 長期専門家 計 

評    価    項    目 ハイ イイエ ハイ イイエ ハイ イイエ ハイ イイエ ハイ イイエ ハイ イイエ ハイ イイエ ハイ イイエ 

10．各委員会活動について                 

１）専門家・カウンターパートによる各委員会への指導は十分であったか   2 2     22 5, 10 6 4 1 3 31 (69) 14(31), 10 

２）専門家・カウンターパートの人数に対し、全委員会の数は適当であったか   2 2     21 4, 12 3 3, 4 0 4 26 (67) 13(33), 16 

３）各委員会活動の時間は、その委員会目標を達成するのに適当だったか   2 2     10 15,12 7 3 4 0 23 (53) 20(47), 12 

４）委員会活動は、プロジェクトの目標を達成するために有意義な活動であったか   4 0     27 0, 10 10 0 4 0 45(100) 0, 10 

11．研修会実施について                 

１）これまでに実施されたセミナー・ワークショップの数は、プロジェクト目標を達成
するのに妥当な数であったか 1 0 4 0   3 2 32 4, 1   4 0 44 (88) 6 (12), 1 

２）研修会の内容は、プロジェクト目標を達成するために妥当な内容であったか 1 0 3 1   5 0 34 2, 1   3 1 46 (92) 4 (8), 1 

３）実施した研修会の期間は、その内容を理解するのに適当であったか 1 0 2 2   4 1 30 6, 1   3 1 40 (80) 10(20), 1 

４）研修会実施時の運営は良かったか 1 0 4 0   5 0 36 0, 1   4 0 50(100) 0, 1 

12．成果品について                 

１）承認された３課程の標準カリキュラムは、プロジェクト目標達成、更には､上位目
標達成のために有意義であると考えるか 

1 0 4 0 2 0 5 0 34 0, 3 5 0, 5 4 0 55(100) 0, 8 

２）作成された教本は、プロジェクト目標達成のために有意義と考えるか 1 0 4 0 2 0 5 0 37 0 5 0, 5 4 0 58(100) 0, 5 

３）作成されたビデオ教材は、プロジェクト目標達成のために有意義と考えるか 1 0 4 0 2 0 5 0 35 1, 1 3 0, 7 4 0 54 (98) 1 (2), 8 

４）作成されたIDAのモデルは、プロジェクト目標達成のために有意義と考えるか 1 0 4 0 2 0 5 0 36 1 7 0, 3 4 0 59 (98) 1 (2), 3 

５）作成された各種ガイド･マニュアルは、移転された技術を定着させ、プロジェクト
目標を達成するために有意義と考えるか 

1 0 4 0 1 1 5 0 35 0, 2 4 0, 6 4 0 54 (98) 1 (2), 8 

６）製本されたセミナー抄録は､移転された技術を定着させ、プロジェクト目標を達成
するために有意義と考えるか 

1 0 4 0 2 0 5 0 35 0, 2 7 0, 3 4 0 58(100) 0, 8 

13．厚生福祉省によるプロジェクト運営管理について                 

１）秘書１名・運転手１名・視聴覚担当職員１名・雑役婦１名・警備員１名の人材配置
数は、全プロジェクト活動において適当であったか 

0 1 1 3         2 2 3 (33) 6 (67) 

２）電気代・水道代・一部ガソリン代・一部電話代･一部紙代のコスト投入については、
適当であったと考えるか 

1 0 4 0         3 1 8 (89) 1 (11) 

14．プロジェクト活動を円滑に展開するため、協力対象校の協力は十分だったか   1 3   3 2 28 6, 3   1 3 33 (70) 14 (30), 3 

15．プロジェクト活動を円滑に展開するため、臨地実習施設の協力は十分だったか   4 0     29 4, 4 8 0, 2 2 2 43 (88) 6 (12), 6 

16．プロジェクト活動を円滑に展開するため、ANESの協力は十分だったか   1 3 1 0, 1 1 2，2     2 2 5 (42) 7 (58), 3 

17．プロジェクト活動を円滑に展開するため、JVPEの協力は十分だったか   4 0 1 0, 1 4 1     2 2 11 (79) 3 (21), 1 

18．プロジェクト活動に参加して、生涯教育の重要性をより強く認識したか   4 0 2 0 5 0 37 0 10 0 4 0 62(100) 0 

19．プロジェクト活動を通して､自校内及び他校との教師間の協調関係が強化されたか   4 0   5 0 36 1 10 0 4 0 59 (98) 1 (2) 

20．プロジェクト活動を通して、教育側と臨床側との協力関係が強化されたか   4 0 2 0 5 0 37 0 10 0 4 0 62(100) 0 

23．日本人と一緒に働いて、プラスになったことがあるか 1 0 4 0 2 0 5 0 37 0 9 0, 1   62(100) 0, 1 

24．日本人と一緒に働いて、マイナスになったことがあるか 0 1 0 4 0 2 0 5 0 34, 3 0 9, 1   0, 4 59 (100) 

25．エル・サルヴァドル人と一緒に働いて、プラスになったことがあるか             4 0 4(100) 0 

26．エル・サルヴァドル人と一緒に働いて、マイナスになったことがあるか             0 4 0 4 (100) 

注）かっこ内の数字は無回答数を示す（未回答者含む）。 
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番 号 内  容 開 催 日 参 加 数 実 施 担 当 者 出 席 率 (％) 

1 カリキュラムデザイン 1997.9.11,12 29 小川専門家 97 
2 教授案作成 1997.10.29～31 17   〃 100 
3 教授案プレゼンテーション 1997.11.26,27 26   〃 100 
4 准看護婦カリキュラム検討 1997.12.17,18 43   〃 100 
5 将来の看護に求められるもの 1998.3.12,13 68 浅川専門家 100 
6 看護教育機材管理使用法（Ⅰ） 1998.4.20,21 3 村上専門家 100 
7 看護教育機材管理使用法（Ⅱ） 1998.4.28,29 13   〃 100 
8 教科書作成の基本（Ⅰ） 1998.5.26,27 16 小川専門家 100 
9 カメラ取り扱い・撮影の基本 1998.5.26,27 10 村上専門家 71 
10 カリキュラム内容検討 1998.10.13～15 15 末永専門家 94 
11 教科書作成の基本（Ⅱ） 1998.10.21,22 16 エリアス看護補佐 100 
12 OHP教材作成の基本と方法 1998.11.17～25 53 村上専門家 88 
13 教科書作成の基本（Ⅲ） 1998.12.22 16 エリアス看護補佐 100 
14 実習指導案作成（Ⅰ） 1999.1.26,27 14 末永専門家 100 
15 妊娠・分娩・産褥期看護教育 1999.2.10～12 16 中根専門家 100 
16 同上 1999.2.16～18 20   〃 100 
17 実習指導案作成（Ⅱ） 1999.3.1,2 13 末永専門家 93 
18 教育・臨床連携強化 1999.3.10 56 村上専門家 93 
19 ビデオカメラ使用基本技術 1999.3.16,17 11   〃 92 
20 実習指導案作成（Ⅲ） 1999.3.23,24 13 末永専門家 93 
21 実習指導案作成（Ⅳ） 1999.4.21,22 13   〃 93 
22 ビデオ教材作成 1999.5.26,27 3 村上専門家 100 
23 学内実習計画（Ⅰ） 1999.6.30～7.2 15 小川専門家 94 
24 学内実習計画（Ⅱ） 1999.7.5～7 18   〃 100 
25 看護教育機材管理使用法 1999.7.15 6 村上専門家 100 
26 実習指導案作成（Ⅳ） 1999.8.17 61 末永専門家 100 
27 看護教育評価 1999.8.31 64 田島専門家 100 
28 看護教育評価の手法 1999.9.1,2 28    〃 100 
29 外科看護手技・創傷処置 1999.10.18 11 村上専門家 91 
30 同上 1999.11.3 6    〃 100 
31 創傷処置の基本 1999.11.8 17    〃 85 
32 教科書内容検討・審議 1999.11,12 27 エリアス看護補佐 90 
33 カリキュラム審議（看・学士） 1999.12.14,15 31    〃 100 
34 看護教育機材管理使用法（Ⅲ） 2000.2.7 5 村上専門家 83 
35 看護変遷史と看護理論 2000.2.21～3.3 30 ルセルディー専門家 100 
36 公衆衛生看護教育実習の客観化 2000.3.14～24 28    〃 93 
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番 号 内  容 開 催 日 参 加 数 実 施 担 当 者 出 席 率 (％) 

37 看護教育機材管理使用法（Ⅳ） 2000.4.3 6 村上専門家 100 
38 小児看護教育 2000.5.8,9 54 吉武専門家 90 
39 小児看護指導法 2000.5.11 20 吉武専門家 100 
40 PDM作成 2000.5.22,24,26,30 119 池田専門家 92 
41 教育臨床連携モデル検討審議 2000.7.13 24 エリアス看護補佐 63 
42 教科書内容検討・審議 2000.8.10,11 20    〃 100 
43 教授案作成 2000.10.17 17 小川専門家 100 
44 看護教育評価 2000.10.24～31 61 田島専門家 100 
45 臨地実習現状調査結果報告 2000.11.9,10 35 森山専門家 100 
46 効果的なビデオ教材の使用法 2000.11.29～12.3 59 村上専門家 100 
47 小児看護 2000.12.1 24 エリアス看護補佐 100 
小 計     （平均96％） 
48 効果的なビデオ教材の使用法 2001.2.28 7 村上専門家 100 
49 「創部処置」ガイドの全国 2001.3.6 24   〃 96 
 レベル内容検討     
50 調査研究 2001.3.21～23 20 鷹野専門家 100 
51 カリキュラム評価 2001.3.28～30 10 アナ・ラウラ・キンテロ専門家 100 
52 カリキュラム評価 2001.4.2～4 8   〃 89 
53 事例を用いた小児看護の実際 2001.4.19, 20 22 加藤専門家 92 
54 教育・臨地連携モデルのワークショップ 2001.4.27 26 森山専門家 93 
55 TPシート作成法とその効果的なプレゼンテーション 2001.5.2, 3 12 村上専門家 100 
56 看護理論を用いた地域看護の展開 2001.5.24～6.12 11 ルセルディー専門家 100 
57 地域看護の事例検討 2001.6.29 34 モントヤカウンターパート 70 
58 小児看護領域における看護過程の展開 2001.7.11 17    〃 77 
59 成人看護領域における看護過程の展開 2001.7.18～20 20 森山専門家 85 
小 計     (平均92％) 
60 標準カリキュラムの普及 2001.7.24 12 マリア・コンスエロ 100 
61 ドレーン挿入中の患者の看護 2001.7.25.26 16 村上友美子 100 
62 標準カリキュラムの普及 2001.8.8 27 マリア・コンスエロ 96 
63 供与機材説明会 2001.8.20 5 村上友美子 80 
64 地域看護学習会 2001.10.10 10 サンドラ 71 
65 小児看護領域における看護過程の展開 2001.10.23 10 ディオニシア・モントヤ 70 
66 成人看護領域における看護過程の展開 2001.10.25.26 21 森山ますみ 100 
67 母性看護領域における教授案作成の実際 2001.10.30～11.1 21 鈴木由紀子 87 
小 計   122名  (平均88％) 





－
144－

  
プロジェクトの要約 指 標 事前調査 

(1996.４) 実施協議調査（1998.５） 中間評価時（2000.９） 第１回モニタリング（2000.11） 第２回モニタリング（2001.６） 第３回モニタリング（2001.11） 

   状 況 課 題 状 況 課 題 モニタリング結果 課 題 モニタリング結果 課 題 モニタリング結果 課 題 

成果２ 
看護教育が標準
化される。 

2-1.プロジェク
ト終了までに
全看護職種（准
看・看護婦・学
士）のカリュラ
ムが正式に認
められる。 

 看護人材養成に関する基準カリ
キュラムがなく、設定科目、教
育時間数、教育者数等が学校間
で大きく異なる。 

・標準カリキ
ュラムの作成
（1997年11月
に実施された
協力対象校一
斉の卒業生能
力調査後、看
護職能理事会
からプロジェ
クトに強い要
請があった） 

４分野19科目のセミナー・ワー
クショップがこれまでに開催さ
れ、のべ439名の参加者を得た。 
カリキュラム ４回、118名 
学習指導案 ９回、190名 
教本作成 ４回、75名 
教材作成 ２回、56名 
プロジェクト開始後３年目で、
全課程 〔准看護婦(Tecnico) 看
護婦(Tecnologo) 学士看護婦
(Licens iado)〕のカリキュラムが
標準化され、対象校において新
カリキュラムに沿った教育が開
始される予定であった。しかし
現在までの進捗状況は、准看護
婦のカリキュラムは文部省によ
り正式に認められたものの、看
護婦と学士看護婦のカリキュラ
ム案は作成中にとどまっている。 
看護教育カリキュラムの改善・
教材開発技術の向上・看護教育
教本作成技法の向上などに関す
る活動は、専門家・カウンター
パート・各学校の教師により構
成される委員会で活動を進めて
いる。 
委員会活動はそれぞれの主体的
な参加によって実施されてお
り、今後の必要に対処できるよ
う、ノウハウの蓄積が順調に進
んでいる。 

 Tecnico (准看護婦)のカリキュ
ラムは、教育省の承認を得て公
的な標準カリキュラムとなっ
た。これにより、学校ごとに大
差がみられた教育内容や時間数
の最低レベルの確保が国全体で
できうになった。 
また、Tecnologo (看護婦)課程・
Licenciada(学士看護婦)課程のカ
リキュラムの原稿が完成した。 

・２課程のカ
リキュラムに
ついて看護職
能理事会・最
高保健審議会
及び教育省で
の承認を円滑
にするため人
的ルートの確
保 
・カリキュラ
ムに関して厚
生福祉大臣か
らの書簡によ
る教育大臣へ
の報告 

Tecnologo（看護婦)・Licenciada 

(学士看護婦)のカリキュラム
が、教育省の承認を得て公的な
標準カリキュラムとなった。
各 1々00部印刷・製本し、プロジ
ェクト関係機関へ配布した。 

 2001年７月11日、カリキュラム
委員会において作成した３課程
のカリキュラム（准看護婦・看
護婦・学士看護婦）が、教育省・
最高保健審議会・看護職能理事
会において承認され標準カリキ
ュラムとなった。したがって、
今後当国において看護婦養成校
を開校する場合には、標準カリ
キュラムに基づいた独自カリキ
ュラムを作成し、教育省へ提出
し承認を得なければならない。
つまり、看護教育の最低レベル
の教育内容や教育時間等が保証
されたことになる。 

 

 2-2.全プロジェ
クト対象校が
標準化された
カリキュラム
に基づいて実
施計画を作る。 

  ・標準カリキ
ュラムを適用
しても学校の
特色を失わな
いこと 
・看護関係学
術雑誌（英語
図書及び文
献）解読のた
めの基礎能力
の養成 

プロジェクト開始後３年目に
は、准看護婦への実際の教育に
おいてカリキュラムに沿った学
習指導案の作成と使用が進んで
いることが予定されていた。し
かし、学習指導案に関するセミ
ナー後のフォローを行う人材が
十分ではなく、学習指導案の実
際の作成と利用は進展していな
い。 

・各校におけ
る教育内容の
精選、実施、
評価の弾力的
運用 

教育省より承認された准看護婦
の新カリキュラムに基づいた教
育を実践している学校は４校
で、残り１校は現在作成中であ
る。 

・標準カリキ
ュラムに基づ
く実施計画の
策定 

教育省より承認された看護婦・
学士看護婦の標準カリキュラム
に沿った新カリキュラムを、プ
ロジェクト対象校６校が現在作
成中である。 
教授案作成については、授業
案・学内実習指導案の作成完了
し、臨床実習指導案は、90％作
成終了した。 

・標準カリキ
ュラムに基づ
く独自カリキ
ュラムの作成
支援 
・そのための
計画書提出を
対象校へ要請 
・カリキュラ
ム委員会によ
る標準カリキ
ュラムの概要
についての説
明 

現在プロジェクト対象校はもち
ろん、新設される２つの看護学
科（学士コース）においても実
施計画を作成中である。 

 

 2-3.カリキュラ
ムに沿った主
要分野の教本
（３分野・１２
科目)が出版さ
れプロジェク
ト対象校に配
布される。 

 教育教材、テキストなどがほと
んどない状態である 

 教本作成に関しては、プロジェ
クト開始後３年目までに９科目
（全体の４分の３程度）の教本
が出版・配布される予定であっ
たが、現時点ではそのうちの３
冊が出版・配布されている。 

 新たに２冊の教本と１冊の副読
本を完成させ、各1,000部印刷・
製本し、関係機関、他の中米諸
国へ配布している。これまで作
成された教本は現在までに５冊
(42％)と１冊の副読本の計６冊
である。その他の教本作成は「解
剖・生理学」95％、「成人看護学」
70％、「母子看護学」50％終了し
ている。 

 地域看護委員会にて「看護理論
を用いた地域看護の展開」モデ
ルを作成中。現在までに20％の
原稿作成が終了。「創部処置」ガ
イドを1,000部印刷・製本しプロ
ジェクト関係機関へ配布した。
「教本解剖・生理学」は、現在
印刷・製本中。他の教本の原稿
作成については、「成人看護学」
90％・「母子看護学Ⅰ」65％・「母
子看護学Ⅱ」65％が終了してい
る。 

 標準カリキュラムに沿った教本
作成については、現在までに６
冊が製本され、各校へ配布され
ている。残された６冊の教本も 
プロジェクト終了までには完成
する予定である。 
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プロジェクトの要約 指 標 事前調査 

(1996.４) 実施協議調査（1998.５） 中間評価時（2000.９） 第１回モニタリング（2000.11） 第２回モニタリング（2001.６） 第３回モニタリング（2001.11） 

   状 況 課 題 状 況 課 題 モニタリング結果 課 題 モニタリング結果 課 題 モニタリング結果 課 題 

 2-4.ビデオ教材
（10テーマ）が
作成されプロ
ジェクト対象
校に配布され
る。 

 一部の対象校のみに、視聴覚機
器として、スライド、プロジェ
クター、テレビ、ビデオが設置
されている。なお、OHPはほと
んどの学校に設置されている
が、古くなったり故障している。 

 視聴覚教材に関しては、プロジ
ェクト終了までに10本のビデオ
教材作成が計画され、現在まで
に４本が終了している。 
これまでは教本の編集可能な人
材が少なかった。 

・ビデオ教材
作成の促進 

「滅菌物の取り扱い」が完成し、
「ボディメカニックス」の撮影
終了し、編集の65％が終了した。
よってビデオ教材は、これまで
に７本が完成した。そのうちの
６本は、関係機関へ配布してお
り、授業の中で使用されている。
なお、作成した教本・ビデオは
著作権登録中である。 

 ビデオ教材は、７作目「ボディ
メカニックス」を各協力対象校
へ配布し、授業の中で使用され
ている。８本目となる「コミュ
ニケーション」については、作
成全過程の40％が終了してい
る。 

 ビデオ教材は７本製作され、ビ
デオ委員会において作成された
「ビデオ教材の効果的な使用
法」ガイドに沿った講習会を実
施した。そのため、大変有効に
利用されている。残された３本
についても、プロジェクト終了
までには完成予定である。 

 

 2-5.各プロジェ
クト対象校で
良質なOHP教
材が利用され
る。（５段階で
3.5以上） 

 一部でOHPを使用した説明が行
われるが、自作の掛け図などに
よる教室の説明を各自ノートに
筆記するという形態の教育が主
となっている。 

 OHP教材が多数整備され、その
適切な利用法も技術移転されて
いる。 

 研修受講済教員への評価結果で
は５点満点で3.9点であり、評価
基準3.5点を満たしている。 

   プロジェクト目標と同時に評価
した学生アンケート結果では、
OHP関連３設問の回答結果は平
均4.2点（５点満点）であった。
これは、評価基準3.5点を満たし
ている（シートの内容とテーマ
の適合：4.4点、作成上の工夫：
3.9点、提示方法の工夫：3.6点）。 

 

 2-6.看護教師の
採用要件に関
する提案書が
看護職能会と
全プロジェク
ト対象校に提
出される。 

私立大学看護学
科の常勤教師は
１名のみであっ
た。 

国立大学医学部においては全教
師が、IEPROES３校は115人中32
人が学士看護婦である。 

       看護教師の採用要件に関する提
案書は、現在作成中であり、2002
年１月完成予定である。 

 

成果３ 
看護に関する教
育と臨床の連携
が強化される。 

3-1.臨床・教育連
絡協議会が定
例化される。 

 教員１人が数か所の臨床実習場
を掛け持ちするため、巡回する
程度で直接的な指導はほとんど
行われていない。また、総じて
ベッドサイドでの実践面の指導
が行われず、学生を集めて一斉
に必要事項の説明をしたり、カ
ンファレンスする程度である。
臨床の指導者と学校の教員の連
携はほとんどない。 

・臨床での看
護及び病棟環
境の改善と指
導体制の構築 

教育-臨床連携強化に関するセ
ミナーは、２回実施され、延べ
124名が参加した。 
看護の教育と臨床の連携が従来
から重要視されていた。プロジ
ェクトにより看護の教育面が充
実したことにより、臨床との連
携の動きが促進され、教育・臨
地連携強化委員会が定例化した。 

・教育臨地連
携のため指導
者会議や実習
指導者勉強会
を定例化する
こと 
・教員の実地
研修、臨時実
習指導者のゼ
ミへの参加 

臨床・教育連絡協議会の内容を
盛り込んだモデル案が完成し
た。そのモデルの内容を審議す
るために開催した全国レベルで
の会合及び中米・カリブ国際看
護フォーラムにおけるモデルの
発表等により、教育と臨床との
連携強化の必要かつ重要性の意
識が急速に高まっている。 

・IDAモデルに
基づき、各協
力対象校及び
臨地実習施設
と協議し、教
育・臨地連携
協議会の具体
的なあり方を
検討 
・そのための
委員会強化 

作成した教育・臨地連携モデル
を600部、セミナー(臨地実習現
状調査含む)集録を100部印刷・
製本し、対象校及びその実習施
設へ配布した。既に一部の施設
においては、IDAのモデルを使
用し教育・臨地合同会議を開催
している。 

・IDA普及活動
のモデルケー
スとして選定
した実習施設
への依頼（看
護学生の実習
受入れへの協
力） 

教育・臨地連携強化委員会にお
いて、IDAモデルを作成し、指
導・モニタリングを実施し、効
果的な臨地実習となるべく活動
を展開している。以前は全くな
かった臨床側の協力を少しずつ
得られるようになり、プロジェ
クト関係者アンケート調査結果
でも示されたように、調査対象
者全員が両者の協調関係が強化
されたと回答している。また、
定例化はされていないが、実習
前の連絡協議会がもたれるよう
になった。 

 

成果４ 
看護教育の環境
が改善する。 

４.人材配置状況
の調査報告書
が厚生福祉省
に提出される。 

IEPROESには看
護実習用品はほ
とんどない状況
であった。 

厚生福祉省は省立病院及び保健
センターの看護職員の配置につ
いて責任をもつが、社会保険病
院や民間施設にはない。 
各学校の施設・設備については、
教室不足、教育機器、機材の不
足、実習室不備等の問題がある。
また、私立の看護婦学校が増加
し臨床実習場が確保できない。 
一方、予算不足のため、教員を
増員できず、病院や保健所の職
員を非常勤講師として雇用して
いるが、勤務の都合で必要な時
間を確保できない場合もある。 

・専任看護教
員数及び教育
施設等の認可
基準づくり 
・教育機器や
教材の定期点
検及び故障及
び破損時の補
修体制づくり 
・供与機材及
び教材の利用
方法等の紹介 

適切な看護人材配置を進めるた
めのシステムの改善に関して
は、プロジェクト開始後、看護
教育をとりまく環境が大きく変
化したこともあり、期待される
成果の内容に変化が生じている
（以前は人材が不足しそのなか
で適性な配置をすることが求め
られていたのに対し、現在は看
護人材の余剰を背景とした質の
向上が求められるようになっ
た）。このため人材配置計画に関す
る基礎調査が遅れた。 

・教育機器・
機材の点検及
び補充体制の
構築 
・基礎調査や
厚生福祉省へ
の助言を行う
こと 
・GIDRHUSと
看護人材配置
計画に関して
プロジェクト
の協調 

    エル・サルヴァドル国における
看護人材配置状況の調査は、現
在その内容を検討中であり、プ
ロジェクト終了までには調査結
果を分析し、その報告書が厚生
福祉省に提出される予定であ
る。  

 

 注）実施協議調査(1997.３)においては、計画内容の協議であったため、看護に関する状況の報告は特にない。 
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